
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [117,668円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.7%]
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人口1人当たり地方債現在高 [507,502円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

山口市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数
合併前の旧山口市では類似団体平均を上回っていたが、合併後の財政力指数は類似団体平均０.６８とほぼ同じ０.６９となっている。
今後は、平成１８年度に策定した財政運営健全化計画に基づく財政健全化策を実行するとともに、合併効果を活かし、企業誘致などにより税収増を図り、
財政力の向上を目指す。

経常収支比率
人件費や扶助費の増加により、類似団体平均８９.５％を上回る９１.８％となっている。
平成１８年度に策定した定員適正化計画に基づく職員数削減や職員給与等の見直しによる総人件費の削減、行政評価システムを活用した事務事業の見
直しによる歳出削減、市税等の徴収率の向上などの歳入確保に取り組むことにより、経常収支比率が９０％未満となるよう努める。

ラスパイレス指数
新給与制度の導入を年度途中に行ったことにより、類似団体平均９７.３を上回る１０１.６となっている。
平成１８年度に策定した行政改革大綱に基づく各種手当の総点検をはじめ、給与制度の抜本的な見直しに取り組む。

実質公債費比率
平成１７年度の実質公債費比率は、類似団体平均１５.５％を上回り、注意水準とされる１８％まであとわずかの１７.７％となっている。

高利率市債の借換による利子負担の軽減や、通常債を交付税措置のある合併特例債へ振り替えるなど公債費の抑制に取り組み、実質公債費比率が１８％
未満となるよう努める。

人口１人当たり地方債現在高
過去の大規模事業の影響により類似団体平均４２９,２７９円を上回る５０７,５０２円となっている。
今後の市債発行については、償還額に見合った借入とするなど、計画的な発行により地方債残高の抑制に努める。

人口１０００人当たり職員数
合併を見据えた職員採用の抑制を行ってきたが、類似団体平均７.８６人を０.４４人上回る８.３０人となっている。
行政改革大綱に基づき、事務事業の見直し、民間化推進、人事管理の見直し等に取り組み、定員適正化計画に示した５年間１１８人を削減目標とし、適正な
定員管理に努める。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額
類似団体平均１１９,７０９円を若干下回る１１７,６６８円となっている。
これは、物件費は類似団体平均を約２,０００円上回るものの、人件費・維持補修費が類似団体平均を下回っているためである。
今後は、財政運営健全化計画に基づき、事務的経費や施設管理経費等の削減により、物件費の抑制に努める。


